
様式第 1号（第 2 条関係） 

林地開発許可申請書

令和 ６ 年 ７ 月 ２６ 日
宮城県知事  村 井 嘉 浩  殿

住 所 東京都中央区晴海１－８－１０

 晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーⅩ ２５Ｆ

申請者氏名 miyagi motoyoshi solar 合同会社 
代表社員 EDPR JAPAN 株式会社

職務執行者 李 全権

 (電話 ０３-５５３４-８９８９ ) 

次のとおり開発行為をしたいので、森林法第 10 条の 2 第 1 項の規定により許可を申請します。 
開 発 行 為 に 係 る

森 林 の 所 在 場 所
宮城県気仙沼市本吉町深萩１番地 外１字４７筆

開 発 行 為 に 係 る

森 林 の 土地 の 面 積

（開発行為をしようとする森林の面積 44.2133 ヘクタール） 
33.8981 ヘクタール  

開 発 行 為 の 目 的 太陽光発電施設の設置

開 発 行 為 の

着 手 予 定 年 月 日
許可の日

開 発 行 為 の

完 了 予 定 年 月 日
令和 8 年 10 月   1 日 

開 発 行 為 の

施 行 体 制
未定

備 考

注意事項

1 面積は、実測とし、ヘクタールを単位として少数第 4 位まで記載すること。 
2  開発行為を行うことについて環境影響評価法（平成９年法律第 81 号）等に基づく環境影響

評価手続を必要とする場合には、備考欄にその手続の状況を記載すること。 

3 開発行為の施行体制の欄には、開発行為の施行者を記載するとともに、その施行者に防災措

置を講ずるために必要な能力があることを証する書類を添付すること。なお、申請時におい

て開発行為の施行者が確定していない場合における当該欄の記入については、開発行為に着

手する前に必要な書類を提出することを誓約する書類等の提出をもってこれに代えることが

できる。
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「他法令の手続き状況」について 

当該行政文書には、miyagi motoyoshi solar合同会社が各種の事務

を処理する際の「他法令の手続き状況」が記載されている。これは事業

活動を行う上での内部管理に属する情報であって、公開することによ

り、当該企業等の事業活動が損なわれると認められるため、１枚を非開

示とする。 



他法令の手続き状況

関係法令・必要な許認可等 許認可の見込み等の説明 所管機関部署担当者等 
森林法第 10 条の 2（開発行為の
許可）

令和 6 年 7 月申請 
宮城県生活環境部自然
保護課みどり保全班 

農業振興地域の整備に関する法
律第 13 条第 2 項（農振除外） 

令和 6 年 10 月除外通知受領 
気仙沼市産業部農林課
農政係 

農地法第 5 条（農地の転用のた
めの権利移動） 

令和 6 年 11 月申請 気仙沼市農業委員会 

大規模開発行為に関する指導要
綱（大規模開発行為の指定） 

令和 6 年 3 月申請済み、 
4 月 19 日指定通知書受理 

宮城県生活環境部自然
保護課自然保護班 

防災調整池設置指導要綱 
（防災調整池の設置及び管理） 

令和 6 年 12 月回答書受領 
宮城県土木部河川課企
画調整班 

土壌汚染対策法第 4 条 
（土地の形質の変更の届出） 

令和 6 年 12 月届出予定 
宮城県気仙沼保健所環
境廃棄物班 

森林整備事業等の施行地等の転
用に伴う補助金等の返還措置要
領 

令和 6 年 12 月届出予定 
宮城県水産林政部森林
整備課森林育成班

道路法等の適用を受けない公共
財産の管理に関する条例 

令和 6 年 5 月協議中 
気仙沼市建設部土木課
土木管理係

道路法第 24 条 
（道路工事施工承認申請） 

令和 6 年 12 月協議予定 
宮城県気仙沼土木事務
所行政班

宮城県太陽光発電施設の設置等
に関する条例 

令和 7 年 1 月届出予定 
宮城県環境生活部次世
代エネルギー室 

建築基準法第 15 条第１項 
（建築工事届） 

令和 7 年 3 月申請予定 
宮城県土木部建築宅地
課開発防災班 
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「定款」について 
 

 

当該行政文書には、miyagi motoyoshi solar合同会社が各種の事務

を処理する際の「定款」が記載されている。これは事業活動を行う上で

の内部管理に属する情報であって、公開することにより、当該企業等の

事業活動が損なわれると認められるため、３枚を非開示とする。 
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ｇ0様式第 2 号（第 2 条関係） 

事 業 計 画 書

面 

積

事 業 区 域 面 積 48.9138 ha 

開 発 行 為 を し よ う と す る 森 林 の 面 積 44.2133 ha 

開 発 行 為 に 係 る 森 林 の 面 積 33.8981 ha 

用

地

面

積

ha 

用地の現況

転用後の用途

地域森林計画

対象民有林

地域森林計画

対象外民有林

田

(農振除外

済み) 
雑種地 計 比率(%) 

ﾊﾟﾈﾙ設置ｴﾘｱ 27.7172 2.0487 29.7659 60.85 

管理道路 2.4733 0.2311 2.7044 5.53 

林道付替え 0.1190 0.0011 0.1201 0.24 

防災調整池 2.1785 0.0010 2.1795 4.46 

自営線用地 0.0213 0.0082 0.0295 0.06 

造成森林 1.2864 0.0713 1.3577 2.78 

保全帯 0.1024 0.0013 0.1037 0.21 

小計 33.8981 2.3627 36.2608 74.13 
残置森林

(15 年生以下) 2.4698 0.0000 2.4698 5.05 

残置森林

(16 年生以上) 7.8454 0.0000 7.8454 16.04 

対象区域外

残置森林
0.0000 2.0967 2.0967 4.29 

変電所 0.2341 0.0070 0.2411 0.49 

計 44.2133 4.4594 0.2341 0.0070 48.9138 100.00 

比率 (%) 90.39 9.12 0.48 0.01 100.00 

林 

況

樹種及び混合歩合：植林(スギ)が約９割以上の大半を占め、天然林・竹林が１割弱程度 
林 歳：スギ(6 年生～109 年生)、アカマツ(39 年生～110 年生)、ヒノキ(27 年生～57 

年生)、カラマツ(64 年生)、クヌギ(38 年生)、その他広葉樹(35 年生～72 年生)、
その他針葉樹(93 年生) 

生 育 状 況：普通

地
形･

地
質

地 形  標高：66m～120m、平均傾斜度：3.7 度 
地形の特徴：傾斜のある山林

地 質  地質時代：中生代三畳紀、基岩名等：泥岩、崖錐堆積物、土壌：褐色森林土壌

防 災 工 事 の 設 計 方 針

土工関係

総切取量：146,700 ㎥ 最大切取高：20.0ｍ 切取法面勾配：1:1.5～1:2.2 

総盛土量：168,800 ㎥ 最大盛土高：10.8ｍ 盛土法面勾配：1:1.8 

残土処理の方法：搬出残土なし

伐根跡地は、現地の土を使用して整地をする。
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災 害 防 止 対 策 

〇切土法面及び盛土法面の適正な勾配

切土法面は、1:1.5、1:2.2（パネル設置エリア）の勾配で切取し、直高

5.0m 毎に小段（1.0m）を設ける。盛土法面は、1:1.8 の勾配とし、直高

5.0m ごとに小段（1.0m）を設ける。 
〇盛土施工方法（締め固め厚、水平排水層等の設置、段切り等）

盛土は、現況地形勾配が 1：4 以上の箇所については段切りをして、締め

固め厚 30cm ごとにまき出しを行う。 
直高 5.0ｍ以上の盛土法面には、2 段目以降に水平排水材を設置して、法

面の安定を図る。

〇法面における小段又は排水施設の設置

直高５ｍ以上で法面積が広い箇所に、小段排水路及び縦排水路を設置し

て表面水を処理する。調整池上流側堤体の小段、法尻に排水路を設置して

表面水を処理する。

〇擁壁工及び法面保護工（緑化工を含む）の設置

1 号、2 号調整池上流側階段工のオリフィス桝箇所に法面の土留めとして

重力式擁壁を設置する。

法面保護として種子吹付により、早期緑化を行う。

造成森林箇所は、種子吹付及び高木性樹種植栽とする。植栽は、樹高 1
ｍのコナラ、クヌギを 2,000 本／ha とする。 
パネル設置箇所は、比較的平坦な箇所に伐木をチップ化したものを現地

の土砂と混合して敷均しをする。それ以外の箇所は、種子吹付を行う。（添

付図-1 参照） 
〇えん堤・沈砂池及び排水施設の設置

1 号、2 号調整池設置箇所に、調整池施工に先立ち、堰堤を設置して仮設

沈砂池を設置する。仮設沈砂池は、調整池施工完了時に撤去する。

排水施設は、事業地外周に設置し、地区外への流出を防止する。U 型側

溝 L=3,992.5m 設置し、場内で集水される雨水を 1 号、2 号調整池に導水

する。事業地南側は、人家がないことから 10 年確率で想定される雨量強

度とし、北側は、人家が点在していることから 20 年確率で想定される雨

量強度で計画を行う。また、国道 346 号沿いの排水施設は、防災調整池流

入の最下流となり、排水量が大きくなることから、国道への影響を考慮し

て 50 年確率で想定される雨量強度で計画を行う。 
〇洪水調整池等の設置

現況の流域に合わせて、事業地下流東側に 1 号調整池、西側に 2 号調整

池を 2 箇所設置する。調整池の排水は、気仙沼市管理の法定外水路を経て

宮城県管理の二級河川津谷川水系馬籠川に放流する。施工時には、調整池

を先行して工事を行い、工事中の土砂流出、濁流防止対策を行う。

 調整池の容量は以下のとおりとなる。

【1 号調整池】 
流出抑制容量 V＝18,337m3 
堆砂土砂量  V=5,062m3 
調整池容量 ΣV＝18,337+5,062＝23,399≒24,000m3 
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【2 号調整池】

流出抑制容量 V＝22,902m3 
堆砂土砂量  V=5,943m3 
調整池容量 ΣV＝22,902+5,943＝28,845≒28,850m3

〇仮設防災対策

1 号、2 号調整池設置箇所に、調整池施工に先立ち、堰堤を設置して仮設

沈砂池を設置する。仮設沈砂池は、調整池施工完了時に撤去する。

沢部盛土箇所（調整池含む）には、暗渠管及びフトン籠を設置して盛土

の安定を図る。暗渠管の排水は、流末に浸透桝を設置して地下に浸透させ

る。

盛土を行う箇所には、土砂流出対策として、土砂留柵を設置する。

施行中は、現地状況に合わせて、仮設排水路及び防災小堤の設置により、

場外への流出防止を図る。

〇場外への排水先

1 号、2 号調整池の場外排水先は、以下のとおりとなる。 
【1 号、2 号調整池共通】 

法定外水路を経て、二級河川津谷川水系馬籠川に放流する。

【水路、河川の管理者】

法定外水路：気仙沼市建設部土木課土木管理係

 二級河川津谷川水系馬籠川：宮城県気仙沼土木事務所河川砂防第二班

〇土石流危険個所について

事業地東側に土石流危険個所あり、その上流が危険渓流となっている。

土石流危険個所は、森林を残置している。管理者である宮城県土木事務所

行政班に確認を行い、該当なし（特別警戒区域ではない）で、対策不要と

の回答となっている。

〇りょう線の一体性の維持について

りょう線は事業地南側の田束山から連なっているが、事業地内は、丘陵

地で明確なりょう線が存在しない。（添付図-2 参照）そのため、りょう線

の一体性の考慮はせずに計画をしている。造成に関しては、現況地形を生

かした計画としており、水路敷等一部の造成にとどめている。現況流域の

変更もない。

〇断層のリスクについて

 事業区域北側に地質図上では断層が確認されたが、事業区域付近には活

断層は確認されなかった。数十万年前から繰り返し活動している断層を「活

断層」、一方、数十万年前から活動していない断層を「断層」と定義されて

おり、地質図上で確認された「断層」は数十万年以上活動していないとさ

れることから、再び活動する可能性は極めて低いと考える。
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当 該 森 林 の 水 源

か ん 養 機 能 に 直 接

依 存 す る 地 域 の

水 需 給 の 状 況

飲料水使用住宅数・・・事業地外に井戸が 2 箇所あり。内、１箇所は未使用 
（添付図-3 参照） 

井戸所有者から事業についての同意書を取得している。

水資源依存農地・・・事業地東側に畑あり（休耕中） 面積：2,800 ㎡ 
（添付図-4 参照） 

事業地東側に農地（畑）があるが、休耕中で荒地となっている（一部小

規模な畑あり）。現地確認を行い、農地外周には水路がないこと、事業地

を上流とする法定外水路については普段水の流れがなく、大雨時にのみ

流れる水路となっていることを確認した。対象農地を田として耕作して

いた時は、道路向かいの水路に流入している湧水を利用して（ポンプア

ップ）耕作していたとの証言を近隣住民から得ている。

将来、田として耕作を再開することがあっても、事業地を上流とする法

定外水路に安定した水量がないことから、以前と同様に道路向かいの水

路の水を利用する手段しかなく、事業地を上流とする法定外水路の水資

源依存農地に該当しないものと考えられる。

また、農地について気仙沼市農業委員会に確認を行ったところ、「10 年

以上農地を耕作している様子は見受けられない」、「法定外水路を利用し

て耕作していないことの断定はできない」との回答があった。

以上のことから、東側農地が水資源依存農地であるとは考えられないが、

営農再開後に農地の水利用に支障があれば、水を確保するための対策を

行うこととする。

漁業関係に関する影響の有無・・・なし

小泉川鮭増殖組合、本吉町淡水漁業協同組合への漁業に関する影響につ

いては、以下のとおり。水質、水量の影響は、馬籠川が対象となる。

・馬籠川の水質は、ヒ素溶出量検査を行った結果、溶出量が基準値以下

となっている。

・馬籠川の水量は、事業地内に設置する 2 箇所の調整池の放流量は、馬

籠川の許容放流量としていることから、水量の増減はなし。

・上記の水質、水量について、小泉川鮭増殖組合、本吉町淡水漁業協同

組合に個別で説明を行い事業への同意を得ている。

防火用水等に関する利用の有無・・・なし
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周 辺 地 域 へ の

影 響 及 び 住 民

生 活 へ の 配 慮 等

〇工事中の安全対策として、工事用車両(ダンプ、資材等搬入車両等)の出入

りの際は交通誘導員を配置し、事故防止に努める。また、関係車両が走行

する際は法定速度を順守するとともに、地域住民に配慮した運行とする。

〇事業区域から退場する際はタイヤに付着した土砂を落としてから林道等へ

出ることとする。

〇作業時間は８時～17 時を厳守するとともに、住民の通勤時間帯の工事関係

車両の通行自粛を行い、地元住民とのトラブル防止に努める。

〇建設機械は排出ガス対策型機械、低騒音型及び低振動型機械の使用を努め

る。

〇地域の区長への説明

令和 5 年 9 月 5 日に地域の区長への説明を行った。 
（山田地域 表山田振興会、猪の鼻振興会、松ケ沢振興会、漆原振興会）

〇関連団体への説明

令和 6 年 1 月 24 日他に関連団体への説明を行った。 
・本吉町サケマス養殖組合

・本吉町淡水魚組合

・気仙沼市役所本吉総合支所

・本吉町森林組合

・宮城県漁業協同組合 大矢本吉支所（令和 6 年 5 月 15 日に説明）

〇住民説明として、令和６年３月 13 日に次の事業地周辺住民等を対象とした

事業説明会を開催した。

・住民参加者：47 名

・案内範囲：馬籠地域：馬籠町地区、午王野沢地区、上沢地区

山田地域：漆原地区、松ケ沢地区、猪の鼻地区、表山田地区

・関連団体：小泉川鮭増殖組合、本吉町淡水魚業協同組合、本吉町森林組

合、宮城県漁業協同組合大谷本吉支所、地元市会議員、 

気仙沼市長

〇第一次放流先河川管理者

二級河川津谷川水系馬籠川：宮城県気仙沼土木事務所河川砂防第二班

〇「貴重な動植物の保護」については、以下の調査を行った。 

【関係機関及び有識者へのヒアリング】 

猛禽類について、環境省東北環境事務所野生生物課、宮城県自然保

護課野生生物保護班及び日本野鳥の会宮城支部に確認を行った。 

いずれの回答も、「事業地周辺については、猛禽類調査を行っていな
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いが、希少猛禽類が生息する可能性はあることから、調査等により

情報を収集し、その結果に応じて適切な配慮をすること」であった。 

【事業地内及びその周辺での古巣調査】 

ヒアリング結果等から主な調査対象種は、ハチクマ、オオタカ、サ

シバ、イヌワシの 4 種とするが、事業地周辺で希少猛禽類調査の実

施記録がないため、希少猛禽類全般について対象種とした。

調査した結果、利用種不明の古巣を 1 箇所で確認したが、かなり古

く崩れており、利用痕跡は確認できなかったことから、希少猛禽類

の繁殖の可能性は低いものと判断する。

【着工に当たっての配慮】 

  伐採作業中に希少猛禽類の営巣を確認した場合は、関係機関に連絡

をして、適切な対応を行う。 

そ の 他 特 に

配 慮 し た 事 項

〇太陽光パネル設置エリアの周囲に残置森林を配置し、外部から見えないよ

うに配慮した。また、太陽光パネルはできる限り反射の少ないタイプを採

用する。

〇事業区域北側の国道 346 号では、冬季に日陰部分の路面が凍結状態となり、

交通事故が発生し、地域住民が困っている。地域住民の要望に応じ、当該

箇所の森林部を伐採して保全帯とすることで日陰発生を解消し、冬季の交

通事故発生の抑制に寄与する計画としている。

〇地形を生かした造成とし、事業地内の土砂は事業区域内の盛土材として活

用する。

〇バイオマス発電事業に利用できない伐採伐根等はチップ化し事業地内の勾

配が緩やかな箇所に敷き均す。その他発生した廃棄物は産業廃棄物として、

法令を遵守して適切に処理する。
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「資金計画書」について 
 

 

当該行政文書には、miyagi motoyoshi solar合同会社が各種の事務

を処理する際の「資金計画書」が記載されている。これは事業活動を行

う上での内部管理に属する情報であって、公開することにより、当該企

業等の事業活動が損なわれると認められるため、４枚を非開示とする。 
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「残高証明書」について 
 

 

当該行政文書には、miyagi motoyoshi solar合同会社が各種の事務

を処理する際の「残高証明書」が記載されている。これは事業活動を行

う上での内部管理に属する情報であって、公開することにより、当該企

業等の事業活動が損なわれると認められるため、１枚を非開示とする。 
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事 業 経 歴 書 

令和 6 年 11 月 29 日 

 

住   所 東京都中央区晴海１－８－１０ 

                                        晴海アイランドトリトンスクエア 

                                        オフィスタワーⅩ ２５Ｆ 

 

申請者氏名 miyagi motoyoshi solar 合同会社 

代表社員 EDPR JAPAN 株式会社  

                                           職務執行者 李 全権 

                                                                            (電話 03-553-8989) 

 

林地開発に係る事業経歴は、以下のとおりとなります。 

 

番号 施行場所 プロジェクト名 電力量 林地開発申請日 林地開発許可日 商業運転開始日 備   考 

1 福島県白河市 西プロジェクト DC 1.25MW 平成 28 年 6 月 3 日 平成 28 年 10 月 25 日 平成 29 年 3 月  

2 千葉県東金市 東金プロジェクト DC 5.50MW 平成 28 年 8 月 31 日 平成 29 年 3 月 29 日 平成 30 年 12 月  
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